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概 要 （アウトライン）

• 「持続可能な開発」とは？

• 持続可能な開発目標（SDGs）について

• 「持続可能な森林経営」（＝森林の多面的
機能の持続的発揮）

• 森林がむすぶ企業と山村 ： 持続可能な
企業経営と持続可能な地域経営に向けて



「持続可能な開発」 （１）
Sustainable Development

近代の技術革新や経済成長は多くの果実を生ん
だ一方で、人口爆発、資源の枯渇・劣化、環境汚
染などの問題も引き起こした ⇒ 資源・環境の有
限性への気づき

 1960年代 「宇宙船地球号」
 1972年 ローマ・クラブ 「成長の限界」
 1972年 国連人間環境会議
 1987年 ブルントラント委員会報告書 「Our 

Common Future」（邦題『地球の未来を守るため
に』）・・・「将来世代のニーズを損なうことなく現在
の世代のニーズを満たすこと」という「持続可能な
開発」の概念を提起



「持続可能な開発」 （２）
Sustainable Development

 1992年 地球サミット（リオ会合）
 「リオ宣言」「アジェンダ21」「森林原則声明」採択

気候変動枠組み条約、生物多様性条約の署名開始

 2001年 「ミレニアム開発目標（MDGs）」
発展途上国向けの開発目標として策定

 2002年 ヨハネスブルク・サミット（リオ+10）
 2012年 国連持続可能な開発会議（リオ+20）
 2015年 「持続可能な開発目標（SDGs）」
先進国を含む国際社会全体の開発目標として策定

全ての関係者（政府、企業、市民、学術界など）の役割
を重視



「持続可能な開発」の理念 （国際的な共通理解）

 環境のもたらす恵みを将来世代まで引き継ごうと
いう長期的視点に立つもの

 地球の大自然の営みとのきずなを深めるような新
しい社会や文化を希求するもの

 人間としての基礎的ニーズの充足を重視しつつ、
浪費を避けるような新しい発展の道を実践すること
により、世界全体で社会経済の持続可能性を高め
ようとするもの

 多様な立場の人々が参加・協力し役割を分担

（環境保全活動推進法に基づく基本方針（H24閣議決定）より抜粋）







持続可能な森林経営

森林減少・劣化
の防止

砂漠化防止

違法伐採対策

地球温暖化防止

住民の生計向上

再生可能資源の
活用

生物多様性保全

人材育成

自然災害への
対 応

“Sustainable forest management as a dynamic and evolving concept aims to maintain 
and enhance the economic, social and environmental value of all types of forests, for 
the benefit of present and future generations.”

UN Resolution 62/98, establishing the Non-Legally bin ding instrument on all types of forests:  
http://daccessdds.un.org/doc/UNDOC/GEN/N07/469/65/PDF/N0746965.pdf?OpenElement



木材等の生産

■ 森林が発揮する多面的な機能

清らかな水や国土の保全

生物多様性の保全

レクリエーション・保養の場



第２条（森林の有する多面的機能の発揮）

森林については、その有する国土の保全、水源のかん養、自然
環境の保全、公衆の保健、地球温暖化の防止、林産物の供給等
の多面にわたる機能（＝「森林の有する多面的機能」）が持続的
に発揮されることが国民生活及び国民経済の安定に欠くことので
きないものであることにかんがみ、将来にわたって、その適正な
整備及び保全が図られなければならない。

第１７条（都市と山村の交流等）

国は、国民の森林及び林業に対する理解と関心を深めるととも
に、健康的でゆとりある生活に資するため、都市と山村との間の
交流の促進、公衆の保健又は教育のための森林の利用の促進
その他必要な施策を講ずるものとする。

（昭和39年7月9日法律第161号 (註)平成13年6月に旧林業基本法から改正）
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森林・林業基本法



第３ 森林及び林業に関し、政府が総合的かつ計画的に講ずべき施策
１ 森林の有する多面的機能の発揮に関する施策

（９）山村の振興・地方創生への寄与

③ 都市と山村の交流促進

山村に対する都市住民等の関心の高まりを踏まえ、豊かな自然環境、良好な景
観等を活用し、都市から山村に人を呼び込み交流を促進する。また、交流を通じ、
森林・林業に対する理解者・協力者を増やしていくこととする。
このため、森林空間をレクリエーションなどの観光や健康増進、環境教育、体験

活動等の場として総合的に利用する取組を推進する。

（11）国民参加の森林づくりと森林の多様な利用の推進

① 多様な主体による森林づくり活動の促進

多様な主体による森林づくり活動の促進に向けて、企業・ＮＰＯ・森林所有者・地
元関係者等のネットワーク化などによる連携強化、森林づくり活動のフィールドや
技術等の提供、企業等の民間資金や「緑の募金」による資金援助等を推進する。

平成28年5月閣議決定

11

森林・林業基本計画



森林がむすぶ企業と山村
＜持続可能な企業経営と持続可能な地域経営に向けて＞

 人口減少・超高齢化社会を迎えたわが国において
「持続可能な開発」を実現していくためには：

 行政も企業も地域も、限られた人材や資源のポテ
ンシャルを最大限発揮していく必要
（働き方改革、一億総活躍、地方創生といった
政策課題は、全てこの文脈でとらえられる）

 行政（国と地方、関係省庁や部局の壁を超えて）、
企業（多様な地域や業種）、市民社会（老若男女、
多様な主体）が、対等な立場で、それぞれの強み
を活かし弱みを補完し合う関係を構築する必要
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働 き 方 改 革 実 行 計 画 つ い て （ H 2 9 . 3 . 2 8 働 き 方 改 革 実 現 会 議 決 定 ）
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注 ： 一部の団体においては超過課税が実施されている。

国

市 町 村

● 間伐（境界画定、路網の整備等を含む）

● 人材育成・担い手確保
● 木材利用促進、普及啓発 等

公 益 的 機 能 の 発 揮

等

市 町 村 民 税 3,000円/年

道 府 県 民 税 1,000円/年

森林整備等のために必要な費用を、国民一人一人が広く等しく負担を分任して森林を支える仕組み

個
人
住
民
税

均
等
割

森林環境税（仮称）1,000円/年

災害防止・
国土保全機能

地球温暖化
防止機能

水源涵養機能

● 市町村の支援 等

納 税 義 務 者

約6,200万人

(賦課徴収は市町村が行う)
国
税

平 成 ３ ６ 年 度 か ら 施 行 平 成 ３ １ 年 度 か ら 施 行

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄの利用等
により使途を公表

交 付 税 及 び 譲 与 税 配 付 金 特 別 会 計

賦
課
決
定

都 道 府 県

市 町 村

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄの利用等
により使途を公表

都 道 府 県

森 林 環 境 譲 与 税 （仮称）

私有林人工林面積、林業就業者数、人口により按分

森林環境税（仮称）及び森林環境譲与税（仮称）の制度設計イメージ
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